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【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町一丁目２番１号
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【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。
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（名古屋市中村区名駅四丁目８番18号）

当社関西支社

（大阪市北区中之島二丁目３番33号）
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（札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神二丁目14番２号）
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 9,336,300株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。なお、単元株式数は100株でありま

す。

　（注）１　2026年８月４日の取締役会決議によります。

２　振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

３　本有価証券届出書の対象とした募集は、当社が当社の従業員を対象として導入した株式報酬制度（２　株式

募集の方法及び条件　（２）募集の条件(a)～(c)ご参照。以下「本制度」といい、本制度運用のために設定

された信託を「本信託」といいます。）を引き続き運用することに伴い、上記の対象者（具体的には、２　

株式募集の方法及び条件　（１）募集の方法に記載する対象者）に対して、本信託を介して当社の株式を取

得することの勧誘（金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの

申込み又は買付けの申込みの勧誘）を行うものです。

即ち、当社は本信託の受託者に対して会社法（平成17年法律第86号）第199条第１項の規定に基づく当社普

通株式の自己株式処分（以下「本自己株式処分」といいます。）を行い、上記の対象者は、本信託の受益者

として、本自己株式処分により本信託の受託者の取得した当社普通株式の交付を受けることになります。

 

２【株式募集の方法及び条件】

（1）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 9,336,300株 45,505,126,200 ―

一般募集 ― ― ―

計（総発行株式） 9,336,300株 45,505,126,200 ―

　（注）１　本自己株式処分は本信託の受託者に対して行われます。

２　発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３　取得勧誘の相手方の人数及びその内訳は下記の通りです。

相手方の内訳 人数

当社の従業員 5,154名

計 5,154名

 

（2）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

4,874 ― 100株 2026年８月20日 ― 2026年８月20日

　（注）１　本自己株式処分に関し一般募集は行いません。

２　発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３　本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に割当予定先である本信託の受託者との間で当該株式の「株式

総数引受契約」を締結しない場合は、当該株式に係る割当ては行われないこととなります。

４　申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に当該株式の「株式総数引受契

約」を締結し、払込期日までに後記(4)払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込む方法とします。
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(a）本制度の概要

　当社は、2020年に、同年に公表した中期経営計画2023の下で、当社の多様な社員が経営と一体となり「変革と

成長」を実践し続けること、中長期的な当社企業価値向上へのコミットメントを更に強めることが、激変する事

業環境下に於いて持続的に成長・発展する会社であり続ける為に不可欠であるとの考えから、本制度を導入いた

しました。

　2026年５月に公表した「2030年、そしてその先へ　信頼とイノベーションで未来をつくる」をテーマとした中

期経営計画2029の達成に向けても、社員の中長期的な企業価値向上への意識・行動様式の変革及びエンゲージメ

ントの向上は引き続き必要であることから、今般、本制度の継続を決定いたしました。

 

(b）従業員向け株式交付信託の仕組みの概要

 

①　当社は従業員を対象とする株式交付規程を制定します（今回は、本信託設定時に制定済みのものを引き続き使用い

たします。）。

②　当社は、2020年８月11日に設定済みである本信託につき、本制度に基づき従業員に交付するために必要な当社株式

の取得資金を、追加拠出（追加信託）します。

③　受託者は今後交付が見込まれる相当数の当社株式を一括して取得します（自己株式の処分による方法によりま

す。）。

④　信託期間を通じて株式交付規程の対象となる受益者の利益を保護し、受託者の監督をする信託管理人（当社及び当

社役員から独立している者とします。）を定めます。なお、本信託内の当社株式については、議決権行使等の指図は

信託管理人が行います。

⑤　株式交付規程に基づき、当社は従業員に対しポイントを付与していきます。

⑥　株式交付規程及び本信託に係る信託契約に定める要件を満たした従業員は、本信託の受益者として、付与されたポ

イントに応じた当社株式の交付を受託者から受けます。なお、あらかじめ株式交付規程・信託契約に定めた一定の事

由に該当する場合には、交付すべき当社株式の一部を取引所市場にて売却し、金銭を交付します。

　信託期間の満了時に、受益者に分配された後、信託財産内に当社株式または金銭が残存している場合の処理は、以

下のとおりとします。

（ⅰ）信託契約の定めに従い、本制度と同一目的の新たな信託を設定した場合は、当該当社株式等を移転させます。

（ⅱ）上記(ⅰ)の処理後、さらに本信託に当社株式が残存する場合は、受託者は信託管理人の指示に従って当社株式

を売却します。

（ⅲ）上記(ⅱ)の売却代金を含む本信託内の一定の金銭を、残存ポイント及び信託終了時に付与されたポイントの比

率に応じて従業員に対して分配します。

　なお、本制度において受託者となる三井住友信託銀行株式会社は、株式会社日本カストディ銀行に信託財産を管理

委託（再信託）します。
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(c）従業員向け株式交付信託の概要

当社にて導入済みの「従業員向け株式報酬制度」に係る信託

（１）名称 従業員向け株式交付信託

（２）委託者 当社

（３）受託者
三井住友信託銀行株式会社

（再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行）

（４）受益者 従業員のうち受益者要件を満たす者

（５）信託管理人 当社及び当社役員から独立した第三者

（６）議決権行使 本信託内の株式については、信託管理人が議決権行使の指図を行います

（７）信託の種類 金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

（８）信託契約日 2020年８月11日

（９）金銭を追加信託する日 2026年８月20日

（10）信託の期間 2020年８月11日～2029年８月末日

（11）信託の目的 株式交付規程に基づき当社株式を受益者へ交付すること

 

（3）【申込取扱場所】

店名 所在地

三井物産株式会社　人事総務第一部 東京都千代田区大手町一丁目２番１号

 

（4）【払込取扱場所】

店名 所在地

三井住友銀行　本店 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（1）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

45,505,126,200 105,000 45,505,021,200

　（注）１　発行諸費用の概算額の内訳は、本有価証券届出書作成費用等であります。

２　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３　新規発行による手取金の使途とは本自己株式処分による手取金の使途であり、発行諸費用の概算額とは本自

己株式処分による諸費用の概算額であります。

 

（2）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額45,505,021,200円につきましては、2026年８月20日以降、諸費用の支払等の運転資金に

充当する予定であります。なお、実際の支出までは、当社預金口座にて適切に管理を行う予定であります。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。
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第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】

第１【公開買付け又は株式交付の概要】
　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約（発行者（その関連者）と株式交付

子会社との重要な契約）】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類をご参

照ください。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第107期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）　2026年６月12日関東財務局長に提出

 

２【半期報告書】

　該当事項はありません。

 

３【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（2026年８月４日）までに、以下の臨時報告書を提出

(1）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書を2026年６月18日に関東財務局長に提出

(2）金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づ

く臨時報告書を2026年７月８日に関東財務局長に提出

 

４【訂正報告書】

　訂正報告書（上記３(1)の臨時報告書の訂正報告書）を2026年６月23日に関東財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書の提出日以降、本有価証券届出書提出日（2026年８月４日）までの間

において、当該有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について変更その他の事由は生じておりません。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されていますが、本有価証券届出書提出日現在においてもそ

の判断に変更はなく、新たに記載すべき将来に関する事項もありません。
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】
三井物産株式会社　本店

（東京都千代田区大手町一丁目２番１号）

当社中部支社

（名古屋市中村区名駅四丁目８番18号）

当社関西支社

（大阪市北区中之島二丁目３番33号）

証券会員制法人札幌証券取引所

（札幌市中央区南１条西５丁目14番地の１）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神二丁目14番２号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】

第１【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】
　該当事項はありません。
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